提　出　書　類　一　覧　表

申請の際は、この「提出書類一覧表」（確認後のもの）を添付して下さい。
［フロン類回収業者]　　　　　　　　　　　　　　（申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	提　出　書　類　等
	確認欄

	１．　申請書（様式第３）
・フロン類回収を行う事業者名で登録申請書を作成

・複数事業所がある場合、申請書の事業所の名称および所在地の欄を繰り返し設け、事業所ごとに記載
	

	2． 本人を確認できる書類
・申請者が法人の場合は、発行日より3ヶ月以内の登記事項証明書
・申請者が個人の場合は、発行日より3ヶ月以内の住民票の写し（本籍（外国人の場合は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４５に規定する国籍等が記載されているもの。以下同じ。）
・申請者が未成年者の場合は、その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人の場合は、その法人の登記事項証明書）
	

	3． フロン類回収設備の所有権を有すること（所有権を有しない場合は、使用する権限を
有すること）を証する書類
・自ら所有している場合は、購入契約書、納品書、領収書、購入証明書等のうち、いずれかの写し

・自ら所有権を有していない場合は、借用契約書、共同使用規定書、管理要領書等のうち、いずれかの写し
	

	4． フロン類回収設備の種類およびその設備の能力を説明する書類
・申請書に記載する以下の事項について、それを説明する書類として、取扱説明書、仕様書、カタログ等の写し

○フロン類の回収設備の種類

CFC用、HFC用、CFC・HFC兼用、

○回収設備の能力

200g/min未満、200ｇ/min以上
	

	5． 申請者（法人である場合にあっては、その法人の役員を含む。）が法第５６条第１項各号の欠格要件に該当しないことを誓約した旨の誓約書
	

	６．　フロン類の回収に携わる者が所有する資格等を示す書類
・法第１２条において、回収の際の基準として、フロン類およびフロン類の回収方法について十分な知見を有する者が、フロン類の回収を自ら行いまたは立ち合うことが定められていますので、資格または経験を示す書類の添付をお願いします。

○カーエアコンの冷媒回路の構造や冷媒に関する知識を持ち、フロン類の回収作業に精通した方として、例えば、次のものなどがあります。

ア.フロン回収に関する技術講習合格者

イ.自動車電気装置整備士

ウ.自動車整備業務の経験を有する者

エ.エアコン整備業務の経験を有する者

オ.フロン回収業務の経験を有する者

○記入例

フロン類およびフロン類の回収方法について十分な知見を有する者

　　　職氏名　 福井事業所　業務課長　○○　○○

　　　資　 格　 フロン類回収業務の経験　２年６ヶ月（平成１１年１０月～１４年４月）
	

	７．　登録申請手数料（福井県証紙）
・額面合計が5,000円分の福井県証紙を準備（更新時は4,000円）
・提出窓口で書類に不備がないことを確認した後、申請書（様式第３）の余白に貼付

	


誓　　　約　　　書

（引取業・フロン類回収業用）
登録申請（変更届出）にあたり、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。

また、申請書(届出書)に記載した者以外に、引取業にあっては使用済自動車の再資源化等に関する法律（以下「法」という。）第４３条第１項第３号、フロン類回収業にあっては法第５４条第１項第３号に規定する役員はおりません。

なお、登録されるまでに、新たにこれらに該当する者がある場合はただちに届け出ます。また、登録後に欠格要件が判明し、または欠格要件に該当するに至った場合には、登録を取り消されても異議申しません。
                                         　　　　　　　　　　年　　月　　日
　福井県　　　健康福祉センター所長　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
イ　精神の機能の障害により引取業またはフロン回収業を適切に行うに当たって必要な認知、判断および意思疎通を適切に行うことができない者または破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
ロ　法、フロン類回収破壊法もしくは廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）またはこれらの法律に基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者

ハ　引取業にあっては法第５１条第１項、フロン類回収業にあっては法第５８条第１項の規定により登録を取り消され、その処分のあった日から２年を経過しない者
ニ　引取業者で法人であるものが第５１条第１項の規定により登録を取り消された場合またはフロン類回収業者で法人であるものが第５８条第１項の規定により登録を取り消された場合において、その処分のあった日前３０日以内にその引取業者またはフロン類回収業者の役員であった者でその処分のあった日から２年を経過しないもの

ホ　引取業にあっては法第５１条第１項、フロン類回収業にあっては法第５８条第１項の規定により事業の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しない者
ヘ　引取業またはフロン類回収業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人がイからホまでのいずれかに該当するもの
ト　法人でその役員のうちイからホまでのいずれかに該当する者があるもの
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※手数料納付システムを利用した場合、下記に申込番号を記載すること。


　【申込番号】
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